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3 )  P. Bohley(1977],S. 2・
































































9 ）ドイ ツの牽漣 性の原則について は、 八巻［2010］を参照。
10）McGuire,M.C.  &  H. Aaron（1969],pp.31-39.
11）本稿 第五節参 照。 またこ の問題 の詳細については、 八巻（1979],pp.271-276.
12）Sax もこ の点 に関し て、「われ われの理論の基 礎にあ る正規な租 税と国民 の特定層の財産および 所得状態 を修
正 する 意図を持 つ没収的 な措置で ある租税 とは区別 す べきであ る。 現 存の所有 状態に対 するこうし た 介入
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適正負担原則の現実と課題






























































15） この点 の詳細については、 八巻［1988], pp.3-34.
6
適正負担原 則の現実と課題
図表1　 財政支 出全体への等価原 則の拡張





























社会 保障 の一部 が等

































三 、 公共 財 の 位置 づけ と 適正 負 担
こうした 「適正負担原則」を現実予算に適用するには、公共財の類別と適合する負担のあり方を
















図表2　 公共サ ービスの分類 と適正負担
等価の程度の低減
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図表4　 受 益者負担の観点 からの公共 サービスの展望












国防 ���X �0 �0 �0 �＋ ＋ ＋ �0
一般道路 ���X �0 �0 �＋ �＋ ＋ ＋ �0
限定受益者負担サービス
病院 ��X ��＋ ～ ＋ ＋ �0 �＋ ＋ �＋ �＋
公園 ��X ��＋ �0 �＋ �＋ ＋ �＋
潜在受益者負担サービス
老人ホーム ��X ��＋ ～ 十 十 �0 �＋ �＋ �＋ ＋ �＋
公営住宅 ��X ��＋ �0 �＋ ＋ �0 �＋ ＋ �＋
公立図書館 ��X ��0 �0 �＋ ＋ �0 �＋ ＋ �＋
完全受益者負担サービス
アウトバーン ��X ��＋ ＋ �0 �＋ ＋ �＋ ＋ �＋ ＋ ＋ �＋ ～ ＋ ＋
電力 �X ���＋ ＋ �＋ �0 �＋ �＋ ＋ ＋ �＋ ＋
ガス �X ���＋ ＋ �＋ �0 �＋ �＋ ＋ ＋ �＋ ＋
水道 �X ���＋ �＋ �0 �＋ �＋ ＋ ＋ �＋ ＋
下水 ���X �0 �＋ �＋ ＋ �＋ �＋ ＋ ＋ �＋ ＋
配分効 率基準 （O ⇒なし、 十⇒ 能力限 界に達しう る場 合、 ある いはそ の他の理 由から重 要、 十十⇒ 能力 限 界を
一時的な いし 持続的 に超 過するゆえ にかなり重要）
再分配 基準 （十⇒公共 サービスが これ まですで に料金あ るいは 価格が 課せられて いる か、 将来受 益者負 担 調達
がもっ ぱらあ るいは 少なくと も主た る収入 力になる という 理由か ら、重 要で ない。　O⇒ 重要であ り、 費用 充
足の受 益者負担財源調達 の場合、再分配 効果 の補整が必 要。）
連邦主義 の受 益と負担 の配分 （O ⇒重要でな い。 十⇒若干 重要 十十⇒重 要）
受 益者負担 徴収の行政費用 （十十 十⇒き わめて 重要（ 市場 と類似の排除 を行う場合、 高い 資源需要あり）、
十十⇒重 要、 十⇒若干重要、0 ⇒重 要でないまだは無 視しうる。）
受 益者負担 可能性（0 ⇒受益 者負 担不可能 （租税調達が必 要）、 十⇒受 益者負担限定的 可能性、
十十⇒受 益 者負 担潜在的可能性、 十十十⇒受 益者負担完全 可能性。）
受 益者負担 の種 類
＋⇒ 平均的な 限界費用による一律 の受益者負担。
十十⇒以下 の三つ の基準 による費 用充足的な 受益 者負担差 別料 金。 すな わち、a ） 需要 の突 出をな らすた め の


























18)  Munch,K,N.[1976], S.54-58.お よびS.206-208.
19）1931 年 のロ ーマ教皇ピ オ11世の社会回勅 （クド ラジェ ジモ・アン ノ）。
20） ノルト ライ ン・ヴェストフ ァーレ ン州自治体 公課法16条 には、 ①市町村 は法規定 に従って 公課 を徴収する、
② 市町 村は 政策課題 の実現 のた めに 必要な 収入 を、a ）そ れが 支持さ れかつ 必 要であ る限り、 提供 された
サ ービ スに対す る個別 報償支払 （Entgelten）、b ）そ の他の収 入が十 分ではな い限り、 残り は租税 から調達
し なければ ならない、③ 市町村は他 の財源調達 が可能でな かっ たり、経 済的 に非 合理的であっ たりすれば、































































































































22）Doring はこ の件 に関し て、「行 政支出」（Verwaltungsausgaben） と 「目的支出」（Zweckausgaben ）の区 別が重
要である として いる。 行政支出 は 事務の執行 にかかる 費用であ り、 人件費、物 件費等 々であ るが、目的 支
出は 立法 （政策意 思決定） によ る 政策 別支出で あ り、 社会 扶助 費、 住宅 手当 費、教 育促 進費な どをさし 、













































五 、 課 題と 展 望
以上で、適正負担原則の現実への適用強化の制度的改革を検討してきた。最後に 社会保障分野


















25)Sinn,H.-W ・[1986], S.567ff.およ びHomann,  K. &  I.Pies[1996], S.205ff.
－17 －
図 表5　 社会保障 と適正負 担の 相関図
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